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令和４年１１月７日公告 

 

公 売 案 内 
令和４年度第２回渋谷都税事務所単独不動産等公売 

 

公売保証金提供期間 令和４年 １１月７日（月）から 

令和５年 ２月 ２日（木）まで 

入 札 期 間 令和５年 １月２６日（木）から 

令和５年 ２月 ２日（木）まで 

開 札 期 日 令和５年 ２月 ６日（月） 

売 却 決 定 日 令和５年 ２月２７日（月） 

※売却決定の日時までに、買受人が暴力団員等に該当しないことの調査の結果が明ら

かにならない場合は、売却決定の日時及び買受代金の納付期限が変更されます。 

 

❏ 公 売 方 法  期間入札 

 ❏ 書 類 受 付  郵送のみ（入札期間内必着） 

 ❏ 公売保証金  振り込みのみ（公売保証金提供期間内のみ） 

 

公売担当部署（執行機関） 

 東京都渋谷区千駄ヶ谷４－３－１５ 

東京都渋谷都税事務所 徴収課公売班 

問合せ先 

０３－５４２２－８６９０（直通） 
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公売の日程等 

公売保証金 

提 供 期 間 
 令和４年１１月７日（月）から令和５年２月２日（木）まで 

入 札 期 間  令和５年１月２６日（木）から同年２月２日（木）まで 

公売保証金 

提 供 方 法 
 振り込みによってのみ受け付けます（公売保証金提供期間内のみ受付）。 

必 要 書 類 

の 送 付 先 

 東京都渋谷都税事務所宛てに、郵送により送付してください 

（入札期間内必着）。 

開 札 日 時  令和５年２月６日（月） 午前１０時００分から 

開 札 場 所  東京都渋谷都税事務所 

売却決定日時  令和５年２月２７日（月） 午前１０時００分 

売却決定場所  東京都渋谷都税事務所 

代金納付期限  令和５年２月２７日（月） 午後２時３０分 

追加入札を行う場合の実施日程 

入 札 期 間  令和５年２月８日（水）から同年２月１４日（火）まで 

入 札 方 法  当初の入札と同様に、期間入札の方法により郵送によって行います。 

開 札 日 時  令和５年２月１６日（木） 午前１０時００分から 

開 札 場 所  東京都渋谷都税事務所 

売却決定日時  令和５年３月９日（木） 午前１０時００分 

売却決定場所  東京都渋谷都税事務所 

代金納付期限  令和５年３月９日（木） 午後２時３０分 
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期間入札による公売の一般的な流れ 

資格証明書（全

部事項証明又

は役員区を含む

一部事項証明） 

＊２ 

★ 一般書留又は簡易書留

★ 入札期間内 必着

＊１ 入札者によって様式が異なります。様式をご確認の上、提出してください。
（第１号様式→個人、第２号様式→法人、第３号様式→入札者が個人かつ、法定代理人がある場合）
＊２ 入札者が法人の場合には提出してください。
＊３ 自己の計算において入札等又は買い受けをさせようとする者がある場合は、陳述書とともに提出してください。
   なお、「自己の計算において入札等をさせようとする者」とは、入札者等に資金を渡すなどして自己の為に
  入札等をさせようとする者をいいます。
＊４ ＊３の提出を要する法人は提出してください。
＊５ 入札者及び自己の計算において入札等又は買い受けをさせようとする者が執行機関指定の許認可等を受けて
  事業を行っている方は提出してください。（例:宅地建物取引業法による免許証等、債権管理回収業の許可証等）
＊６ 代理人が入札する場合には提出してください。
＊７ 農地に該当する公売財産に入札する場合には提出してください。

入札書等の必要書類の郵送

入札書

公売保証金
納付書

公売保証金
納付書兼返還
請求書兼口座
振替依頼書

公売保証金の振り込み
（各公売担当部署の指定口座へ）

公売保証金の
充当申出書

自己の計算におい
て入札等をさせよ
うとする者（法

人）の役員に関す
る事項
＊４

自己の計算におい
て入札等をさせよ
うとする者に関す

る事項
＊３

公売保証金
振込通知書

陳述書

＊１

入札者等（法
人）の役員に
関する事項

＊２

委任状

＊６

買受適格証明書

＊７

指定許認可等を受
けていることを証

する書類
＊５

資格証明書（代表
者事項証明、全部

事項証明等）

＊２

入
札
書

提
出
用
封
筒

郵
送
用
封
筒

各
公
売
担
当
部
署

行

返
信
用
封
筒

封入

封入

資格証明書（全

部事項証明又は

役員区を含む一

部事項証明） 
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公売保証金の振り込み先・書類の送付先 

東京都渋谷都税事務所 

振り込み先  みずほ銀行 渋谷支店（店番号２１０） 

預 金 種 目  普通 口 座 番 号  １０９６８５０ 

振込口座名 
 ﾄｳｷﾖｳﾄﾄｾﾞｲｼﾞﾑｼﾖﾄｳｷﾖｳﾄｷﾝｾﾝｽｲﾄｳｲﾝｺｳﾊﾞｲﾊﾝｿｳｶﾂﾋｸﾞﾁｻｵﾘ 

 東京都都税事務所東京都金銭出納員公売班総括樋口沙織 

入札書等の 

書類送付先 

 〒１５１－８５４６ 

 東京都渋谷区千駄ヶ谷４－３－１５ 

東京都渋谷都税事務所 徴収課公売班 宛て 

公売財産の 

売却区分番号 
 １３７２ 

注 意 事 項 

入札書等の書類の提出漏れを防ぐため、公売保証金の振り込みは出来

るだけ入札開始日（令和５年１月２６日（木））に近い日付でお願い

します。 

 

※必要書類をご確認頂き、同封忘れのないようお願いいたします。 

 

最高価申込者に決定した場合

各公売担当部署において開札

最高価申込者（及び次順位買受申込者）の決定

公売保証金の返還
（口座への振り込み）

落札に至らなかった場合

買受代金の納付（振り込み）
権利移転の手続 など

  入 札 終 了 の 告 知
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＊１ 公売保証金の振り込みに当たっては、振込人（入札参加者）の振込人名の先頭に、

必ず公売財産の売却区分番号を記載してください。 

（例）「Ｋ０１２３ 東京 太郎」「１２３４ 株式会社都庁不動産」 

 

＊２ 公売保証金提供期間と入札期間の日程が異なります。公売保証金の振り込み後、入

札書等の書類の提出漏れがないよう十分ご注意ください。 

 

 

 

 

公売担当部署に送付する必要書類 

 

１ 必ず提出していただく書類 

① 入札書 
 必要事項を記載して、入札書提出用封筒に 

封入してください。 

② 入札書提出用封筒 
 売却区分番号、開札日時等の必要事項を記載の上、 

 入札書を封入してください。 

③ 公売保証金振込通知書 
 金融機関の振込証明書の原本を貼付の上、 

郵送
．．

用封筒に封入してください。 

④ 公売保証金納付書兼返還 

請求書兼口座振替依頼書 
 必要事項を記載して、郵送

．．
用封筒に同封してください。 

⑤ 公売保証金の充当申出書  必要事項を記載して、郵送
．．

用封筒に同封してください。 

⑥ 陳述書 必要事項を記載して、郵送
・ ・

用封筒に同封してください。 

⑦ 返信用封筒 
 送付先の住所・氏名（名称）を記載し、８４円切手を 

 貼付したものを、郵送
．．

用封筒に同封してください。 

２ 法人が入札する場合に提出する書類 

入札者等（法人）の役員 

に関する事項 
必要事項を記載して、郵送用封筒に同封してください。 

資格証明書 全部事項証明又は役員区を含む一部事項証明。 
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３ 自己の計算において入札等又は買い受けをさせようとする場合に提出する書類 

自己の計算において入札等を 

させようとする者に関する事項 
 必要事項を記載して、郵送用封筒に同封してください。 

自己の計算において入札等を 

させようとする者（法人）の 

役員に関する事項 

 法人が入札する場合かつ自己の計算において入札等又は

買い受けをさせようとする場合には提出してください。 

 ４ 執行機関指定の許認可等を受けて事業を行っている場合 

指定許認可等を受けている 

ことを証する書類 

 宅地建物取引業の許可書又は、免許状や債権回収業の 

営業許可書等の写しを提出してください。 

５ 代理人が入札する場合に提出する書類 

委任状 代理人が入札する場合には提出してください。 

 ６ 共同入札を行う場合に提出する書類 

共同入札代表者の届出書兼 

持分内訳書 
 共同入札を行う場合には提出してください。 

 ７ 農地に該当する公売財産に入札する場合に提出する書類 

買受適格証明書 
 農地に該当する公売財産に入札する場合には 

 提出してください。 

 ８ 上記１から７までの書類の郵送 

郵送用封筒 
 上記必要書類のうち該当するものを封入して、 

一般書留又は簡易書留により郵送してください。 
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開札場所 案内図 

東京都渋谷都税事務所 

 

＊１ 開札場所に来場する際には、バス・電車などの公共交通機関を御利用ください。 

 

＊２ 車で来場する場合には、周辺の有料駐車場を御利用ください。 
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まずお読みください 

１ 入札書等の必要書類の提出には、必ず郵送を利用してください。 

  入札期間の経過後に提出（配達）された入札書は全て無効になります（入札期間内

必着）。 

 

２ 公売保証金提供期間内における公売保証金の入金が確認できない場合、入札は無効

になります。 

公売保証金については、必ず公売保証金提供期間内に執行機関が指定した金融機関

の口座に入金してください。 

 

３ 公売公告等の写しについては、次の場所等で閲覧できます。 

  東京都渋谷区千駄ヶ谷４－３－１５ 東京都渋谷合同庁舎６階 

東京都渋谷都税事務所 徴収課 

 

４ 公売手続の詳細については、本冊子「公売保証金の提供」以下を参照してください。 

 

５ 入札に参加するに当たっては、公売公告で公売財産の所在地、権利関係等を確認す

るほか、管轄の法務局で不動産登記簿を閲覧するなどして、公売財産に関する情報を

確認してください。併せて、現地の物件状況を確認することをお勧めします。 

 

６ 公売財産が不動産である場合、執行機関はその引渡しについて義務を負いません。 

  公売財産の前所有者、公売財産を使用していた第三者等に対して公売財産の明渡し

を求める場合、買受人が手続を行う必要があります（明渡しに関する合意が得られな

いときには民事訴訟によらなければならない場合があります）。 

 

７ 公売財産内の動産類の撤去については、買受人が行う必要があります。 

  その場合に、当該動産類の所有者と適宜協議する必要のあることがあります。 

  動産類の撤去及び当該動産類の所有者との協議について、執行機関は関与しません。 

 

８ 隣接地との境界について、隣接地所有者との協議等を要する場合、買受人と当該隣

接地所有者との間で協議等を行ってください。執行機関は関与しません。 

 

９ 執行機関は、公売財産の種類又は品質に関する不適合についての担保責任等を負い

ません。 
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10 買受人が、公売財産の買受代金の全額を納付したときに、買受人に危険負担が移転

します。 

 

11 公売公告後に、公売が中止になる場合があります。 

  入札に参加するに当たっては、必ず事前に公売中止の有無を確認してください。 

 

12 公売不動産の入札等をしようとする者は、国税徴収法第９９条の２に基づき、暴力

団員等に該当しないことを陳述しなければ、入札等をすることができません。 

 ・暴力団員等とは、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）又は暴力団員でな

くなった日から５年を経過していない者をいいます。 

・暴力団員等に該当しないことの陳述は、別途定める陳述書を提出することにより行

います。 

・公売不動産の最高価申込者等について、国税徴収法第１０６条の２に基づく調査の

嘱託を行います。 

 

13 不明な点については、公売担当部署にお問い合わせください。 

 

 

公売保証金の提供 

１ 公売保証金の振り込み 

（１）入札に参加するに当たっては、各公売財産に係る公売保証金の納付先として執行

機関が指定した金融機関の口座（以下「指定口座」といいます。）への振り込みに

より公売保証金を提供してください。 

（２）公売保証金の振り込みに当たっては、振込人（入札参加者）の振込人名の先頭に、

必ず公売財産の売却区分番号を記載してください。 

（例）「Ｋ０１２３ 東京 太郎」「１２３４ 株式会社都庁不動産」 

（３）指定口座への振り込みは、必ず「電信」扱いにしてください。 

（４）指定口座への振込手数料は、入札参加者の負担になります。 

 

２ 公売保証金振込通知書の作成 

  公売保証金の振り込み後、公売保証金を納付した際に金融機関で受け取った振込金

受取書その他の公売保証金の指定口座への入金が確認できる書類を、公売保証金振込

通知書に貼付し、割印をしてください。 
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３ 公売保証金納付書兼返還請求書兼口座振替依頼書の作成 

（１）公売保証金納付書兼返還請求書兼口座振替依頼書（以下、単に「公売保証金納付

書」といいます。）の太枠内に必要事項を記入して、公売保証金納付書を作成して

ください。 

（２）「公売保証金の返還請求者及び口座振替依頼者」欄には、必ず入札者の氏名を記

載してください。 

 

（３）公売保証金の返還を受ける際に使用する振込先金融機関には、全国銀行資金決済

ネットワーク（全銀ネット）を利用している、全国の金融機関の口座（納税準備預

金を除きます）を記載してください（全銀ネットを利用している金融機関は、東京

都会計管理局ホームページ「東京都から支払を受ける皆様へ」内の「全銀ネット利

用可能金融機関一覧」で確認することができます。）。 

   ゆうちょ銀行を指定する場合には、「記号・番号」ではなく、振込用の「店名・

預金種目・口座番号」が必要になります。 

 

４ 公売保証金の充当申出書の作成 

  必要事項を記入して、公売保証金の充当申出書を作成してください。 

 

５ 注意事項 

（１）公売保証金については、公売保証金提供期間内に指定口座への入金が完了してい

る必要があります。期間内における公売保証金の入金が確認できない場合には、入

札は無効になります。 

（２）公売保証金の振り込みは、入札者が行う必要があります。公売保証金の振込人と

入札者とが異なる場合には、入札は無効になります。 

（３）公売保証金の振り込みについて、指定口座への入金後は、その変更又は取消しを

することはできません。 

（４）異なる売却区分番号について公売保証金を振り込んだ場合など、公売保証金の振

り込みを誤ったときには、入札予定の公売財産につき、再度、公売保証金を振り込

む必要があります。誤って振り込まれた公売保証金は、後日、入札者に返還します。 

（５）「公売保証金振込通知書」「公売保証金納付書」及び「公売保証金の充当申出書」

については、売却区分番号ごとに作成してください。 

 

６ その他 

  公売保証金納付書の下部にある「公売保証金領収証書」については、公売保証金の

入金を確認した後、入札者に郵送します。 
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入札書等の必要書類の準備 

１ 必ず提出いただく書類 

（１） 入札書の作成 

ア 入札書は、所定の入札書によって、売却区分番号ごとに記入してください。

入札者は、同一の売却区分番号について、２枚以上の入札書を提出することは

できません。この場合、提出した入札書の全てが無効になります。 

イ 入札書を書き損じた場合、訂正・抹消をせず、新しい入札書を使用してくだ

さい。入札価額を訂正したものは、無効として取り扱います。 

ウ 入札書に記入する住所・氏名は、住民登録上のもの（法人の場合は、商業登

記簿上の所在地・名称）を記入してください。 

エ 一度提出した入札書は、入札期間内であっても、引換え、変更及び取消しを

することができません。 

 

（２） 入札書提出用封筒 

    あらかじめ必要事項を記入した「入札書提出用封筒」を、外側の実線に沿って

切り取ってください。その後、切り取った用紙を封筒（長形３号など）に貼付し

て入札書提出用封筒を作成してください。 

 

（３） 公売保証金振込通知書 

    作成要領は、前記「公売保証金の提供」の「２ 公売保証金振込通知書の作成」

をご参照ください。 

 

（４） 公売保証金納付書兼返還請求書兼口座振替依頼書 

    作成要領は、前記「公売保証金の提供」の「３ 公売保証金納付書兼返還請求

書兼口座振替依頼書の作成」をご参照ください。 

 

（５） 公売保証金の充当申出書 

    作成要領は、前記「公売保証金の提供」の「４ 公売保証金の充当申出書の作

成」をご参照ください。 

 

（６） 陳述書 

    様式は入札者が個人の場合、法人の場合、個人でかつ法定代理人を有する場合

の３種類です。入札者に該当する様式をお選びの上でご提出願います。 

法人である場合は、その役員が暴力団員等に該当しないことを陳述する必要が

あります。 
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また、自己の計算において入札等をさせようとする者がある場合には、その入

札等をさせようとする者（その者が法人である場合には、その役員）が暴力団員

等に該当しないことを陳述する必要があります。なお、「自己の計算において入

札等をさせようとする者」とは、入札者等に資金を渡すなどして自己の為に入札

等をさせようとする者をいいます。 

なお、虚偽の陳述をした場合には、６月以下の懲役又は５０万円以下の罰金に

処せられます。 

 

（７） 返信用封筒 

封筒（長形３号など）に、入札参加者の①氏名又は名称及び②送付先の住所を

記載し、８４円切手を貼付して、返信用封筒を作成してください。返信用封筒は、

入札書提出用封筒の受領証及び公売保証金領収証書を入札参加者に返送する際

に使用します。 

 

 

（８） 郵送用封筒 

ア 封筒（角形２号など）の表面に公売担当部署の送付先などの所定の事項を

印字・記載し、裏面に提出を要する必要書類の一覧表を印字又は貼付して、

郵送用封筒を作成してください。 

イ あわせて、必要書類の提出に漏れがないか、封筒裏面の一覧表にチェック

を付して確認するとともに、差出人の住所・氏名を記載してください。 

ウ 郵送用封筒は、一般書留又は簡易書留にしてください。 

 

２ 必要に応じて提出いただく書類 

（１） 入札者等(法人)の役員に関する事項 

必ず役員全員についてご記入願います。 

 

（２） 資格証明書(全部事項証明又は役員区を含む一部事項証明) 

    入札者、又は自己の計算において入札等をさせようとする者が法人の場合のみ、

資格証明書の原本をご提出願います。 

 

（３） 自己の計算において入札等をさせようとする者に関する事項 

    入札者が個人の場合の欄と、法人の場合の欄があります。入札者に該当する欄

をお選びの上でご記入願います。 

 

（４） 自己の計算において入札等をさせようとする者(法人)の役員に関する事項 
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自己の計算において入札等をさせようとする者が法人の場合のみご提出願い

ます。必ず役員全員についてご記入願います。 

 

（５） 指定許認可等を受けていることを証する書類 

    入札者、又は自己の計算において入札等をさせようとする者が執行機関指定の

許認可を受けた事業者の場合は、その免許を受けていることを証明する文書の写

しをご提出願います。(例 宅地建物取引業法の許可書又は免許状、債権回収業

の営業許可証) 

 

（６） 代理人が入札する場合 

    代理人が入札に参加する場合には、受任者がその代理権限を有することを証明

する委任状を作成してください。代表権限を有しない方が法人名で入札する場合

（例えば、法人の従業員がその法人名で入札を行う場合）にも、委任状が必要で

す。 

 

（７） 共同入札を行う場合 

ア 共同入札を行う場合には、その共同入札者の中から共同入札代表者を指名

して、「共同入札代表者の届出書兼持分内訳書（別紙含む）」に、①代表者

名・②共同入札者各人の持分・③売却区分番号を記入し、連署・押印の上、

入札書とともに入札してください。 

イ 共同入札代表者の方が、その代理人に入札手続を行わせる場合には、別途、

共同入札代表者による委任状が必要です。 

 

（８） 買受適格証明書 

    農地に該当する公売財産への入札に参加される方は、「買受適格証明書」を、

入札書等の必要書類とともに提出（郵送）してください。 

    買受適格証明書の提出がない場合、入札に参加することはできません。 

 

 

入札書等の必要書類の郵送 

１ 必要書類の提出 

  上記「公売担当部署に送付する必要書類」の項目に記載された入札書等の必要書類 

を、郵送によって提出してください。 
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２ 必要書類の郵送先 

  入札書等の必要書類については、上記「公売保証金の振り込み先・書類の送付先」 

の項目に記載された公売担当部署宛てに郵送してください。 

 

３ 注意事項 

（１）必要書類の提出には、必ず郵送を利用してください。 

（２）入札書等の必要書類の提出は入札期間内必着です。 

（３）入札期間の経過後に提出（配達）された入札書は全て無効になります。 

必要書類の提出に当たっては、郵送に要する日数を考慮して郵送してください。 

（４）必要書類を郵送する際には、一般書留又は簡易書留を利用してください。 

（５）入札書の受領等に関する状況について、電話による問合せには応じていません。 

 

 

開札当日の手続 

１ 開札 

  開札は、東京都渋谷都税事務所において、入札参加者による立会いの上で行います。

ただし、入札参加者又は代理人が開札場所にいない場合、又は立会いを拒否する場合

には、公売事務を担当していない職員が立ち会います。 

 

２ 最高価申込者の決定 

  売却区分番号ごとに、「入札価額が見積価額以上で、かつ、入札者のうち最高価額

である者」を最高価申込者として決定します。 

  最高価申込者の決定は、入札書の「入札価額」欄記載の金額によって行います。 

 

３ 追加入札 

（１）開札の結果、最高価申込者に該当する入札者が２名以上いる場合には、当該入札

者による追加入札を行います。追加入札の実施日程については、上記「追加入札を

行う場合の実施日程」の項目又は公売公告を参照してください。 

（２）追加入札による入札価額は、当初の入札価額以上である必要があります。 

（３）追加入札による入札価額が、なお同額であるときには、くじ
．．

によって最高価申込

者を決定します。 

（４）追加入札をするべき方が追加入札をしなかった場合、又は追加入札の価額が当初

の入札額に満たなかった場合には、国税徴収法第１０８条（公売実施の適正化のた

めの措置）の規定が適用されることがあります。 
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４ 次順位買受申込者の決定 

（１）最高価申込者の入札価額に次ぐ高い価額（見積価額以上で、かつ、最高入札価額

から公売保証金の額を控除した金額以上のものである必要があります。）による入

札者から買受けの申込みがある場合、その方を次順位買受申込者として決定します。 

（２）買受けの申込みについては、最高価申込者の決定後、開札会場において直ちに申

込希望の確認を行います。次順位買受申込者の決定は、入札書の「入札価額」欄に

記載された金額によります。 

（３）申込希望の確認に当たって、本人確認のために身分証明書を提示又は提出してい

ただくことがありますので、入札参加者（代理人の場合には代理人本人）は運転免

許証などの公的機関が発行した身分証明書を持参してください。法人代表者の場合

には、商業登記簿などの代表権限を有することを証する書面を併せて持参してくだ

さい。 

（４）最高価申込者の入札価額に次ぐ高い価額による入札者が２名以上いる場合は、く
．

じ
．
によって次順位買受申込者を決定します。 

（５）次順位買受申込者が提供した公売保証金は、原則として最高価申込者に係る代金

納付期限後に返還します。 

 

５ 最高価申込者・次順位買受申込者への連絡 

  最高価申込者及び次順位買受申込者に該当する入札者については、最高価申込者及

び次順位買受申込者の決定後、別途、速やかに通知・連絡します。 

 

 

開札当日以降の手続 

１ 公売保証金の返還 

（１）最高価申込者にならなかった入札者への公売保証金の返還は、開札の終了後、公

売保証金納付書の「公売保証金の返還請求者及び口座振替依頼者」欄に記載された

振込先金融機関の口座への振り込みによって行います。ただし、次順位買受申込者

については、最高価申込者による買受代金の納付後に公売保証金を返還します。 

（２）公売保証金の返還には、開札の終了（次順位買受申込者が提供した公売保証金に

ついては、最高価申込者が買受代金を納付した後）から３週間程度を要する場合が

あります。 

 

２ 売却決定 

（１）公売公告に記載した日時において、最高価申込者に対して売却決定を行います。

売却決定は、入札書の「入札価額」欄に記載された金額によって行います。 
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（２）次順位買受申込者がいる場合、次順位買受申込者に対する売却決定は、国税徴収

法第１１３条第２項の各号に掲げる日に行います。 

（３）公売不動産の最高価申込者等について、国税徴収法第１０６条の２に基づく調査

の嘱託を行います。売却決定の日時までに、最高価申込者等が暴力団員等に該当し

ないことの調査の結果が明らかにならない場合は、売却決定の日時及び買受代金の

納付期限が変更されます。 

 

３ 買受代金（換価代金）の納付方法・期限 

（１）買受人は、公売公告に記載された代金納付期限までに（売却決定と同一日）、買

受代金の全額（公売保証金を提供している場合、買受代金から公売保証金を差し引

いたものの残額）を納付します。 

（２）買受代金は、指定口座への振り込みによって納付してください。 

   買受代金の振り込みに当たっては、振込人（入札参加者）の振込人名の先頭に、

必ず公売財産の売却区分番号を記載してください。複数の公売財産について買受代

金を納付する場合には、売却区分番号ごとに買受代金を振り込んでください。 

（３）指定口座への振り込みは、必ず「電信」扱いにしてください。 

（４）指定口座への振込手数料は、買受人の負担になります。 

（５）次順位買受申込者が買受人になった場合には、その売却決定の日から起算して７

日を経過した日が、代金納付期限になります。 

 

４ 権利移転の手続 

（１）買受人からの請求を受けて、公売担当部署が権利移転の登記（所有権移転、抵当

権の抹消等の登記）に関する手続を行います。 

（２）必要書類の提出等の詳細については、最高価申込者決定後、公売担当部署の担当

者から、別途、個別に連絡します。 

（３）不動産の権利移転手続については、公売日から権利移転の登記の完了までに、１

か月半程度を要します。 

（４）公売財産が農地等の場合、農業委員会等の発行する権利移転の許可証又は届出受

理書が必要です（詳細については権限のある行政庁に確認してください）。 

（５）公売担当部署への提出書類については、以下を参照してください。 

  ・所有権移転登記請求書 

  ・（個人の場合には）住民票 

  ・その他必要書類 

 

５ 権利移転の費用 

  権利移転に要する登録免許税、必要書類の受渡しに要する郵送料（買受人⇔公売担
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当部署⇔法務局）などの費用は、買受人が負担します。 

 

６ 暴力団関係者ではないことの確約書 

  暴力団関係者は東京都が実施する不動産公売の買受人になることができません。詳

細については、別紙「不動産公売等における暴力団排除要綱」をご覧ください。 

最高価申込者・次順位買受申込者は、東京都に対して「暴力団関係者ではないこと

の確約書」を提出してください。 

最高価申込者等（その者が法人である場合には、その役員）又は自己の計算におい

て最高価申込者等に入札をさせた者（その者が法人である場合には、その役員）が暴

力団員等に該当する場合は、最高価申込者等の決定を取り消されることがあります。 

   

 

注 意 事 項 

１ 買受人の制限 

  次に該当する場合、公売財産を買い受けることはできません。 

  ① 買受人の制限（国税徴収法第９２条）、公売参加者の制限（同法第１０８条）

等によって、買受人となることができない者 

  ② 公売財産の買受人について一定の資格その他の要件を必要とする場合で、これ

らの資格等を有しない者 

 

２ 暴力団関係者 

（１）東京都暴力団排除条例第２条第４号に定める「暴力団関係者（暴力団員又は暴

力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者）」は、公売財産を買い受けるこ

とができません。 

（２）最高価申込者・次順位買受申込者については、「暴力団関係者ではないことの

確約書」を提出していただきます。なお、法人である場合には、「法人役員に関

する事項」を合わせて提出していただきます。 

（３）不動産の買受・利用等に当たっては、各自治体の定める条例等によって、暴力

団関係者などに対する不動産の処分についての制限がある場合があります。あら

かじめ、関係する条例等を十分に確認の上、入札してください。 

 

３ 最高価申込者決定の取消し 

  次の場合には、最高価申込者・次順位買受申込者の決定を取り消します。 

  ① 最高価申込者（次順位買受申込者含む）の決定後、売却決定前に、公売の原因

となった徴収金（都税等）について、完納の事実が証明されたとき 
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  ② 国税徴収法第１０８条第２項又は第５項（公売実施の適正化のための措置）に

該当する事実があった場合 

 

４ 売却決定の取消し 

  次の場合には、売却決定を取り消します。 

  ① 売却決定後、買受人が買受代金を納付する前に、公売の原因となった徴収金（都

税等）について、完納の事実が証明されたとき 

  ② 買受人が買受代金の納付の期限までに買受代金を納付しない場合 

  ③ 買受人が買受を取り消した場合（国税徴収法第１１４条） 

  ④ 売却決定後、国税徴収法第１０８条第２項又は第５項（公売実施の適正化のた

めの措置）の規定によって、最高価申込者・次順位買受申込者の決定を取り消し

た場合 

  ⑤ 「暴力団関係者ではないことの確約書」における確約に反することが判明した

場合 

  ⑥ その他不服申立てに対する決定若しくは裁決又は判決による場合 

 

５ 公売保証金の帰属 

（１）買受人が買受代金を代金納付期限までに納付せず、売却決定が取り消された場

合、その買受人が提供した公売保証金は、その公売に係る徴収金（都税等）に充

当します。この場合において、徴収金への充当後、なお余りがある場合には、そ

の余り（残余金）を滞納者に交付します。 

（２）公売への参加制限の対象となる事実があった場合、その入札者による入札等を

なかったものとし、また、その入札者に対する最高価申込者（次順位買受申込者

含む）の決定を取り消すことがあります。この場合、その入札者の提供した公売

保証金は執行機関に帰属します（公売への参加制限について、国税徴収法第１０

８条第２項を参照してください）。 

 

６ 買受申込等の取消し 

  公売財産について、最高価申込者（次順位買受申込者含む。）の決定又は売却決定

があった場合において、滞納処分の続行の停止（不服申立てなど）があったときは、

その間、最高価申込者、次順位買受申込者又は買受人は、その入札又は買受を取り消

すことができます。 

 

７ 所有権の移転時期 

  買受人は、買受代金を納付した時に公売財産を取得します（次の場合を除きます。）。 

  ・農地については、農業委員会、都道府県知事等の許可を受けたとき 
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  ・その他所有権の移転時期について特別の定めがある場合 

 

８ 危険負担の移転時期 

  買受人が買受代金の全額を納付した時に、公売財産に係る危険負担が移転します。

なお、農地など所有権の移転時期について特別の定めがある場合は、所有権が移転し

たときに買受人に危険負担が移転します。 

  買受代金の納付後に、公売財産に生じた危険（例えば、焼失、盗難など）について

は、買受人が負担することになります。 

 

９ 契約不適合責任 

  執行機関は、公売財産の種類又は品質に関する不適合についての担保責任等を負い

ません。 

 

１０ 財産の引渡し 

  公売財産が不動産である場合、執行機関はその引渡しについて義務を負いません。 

 

１１ 滞納処分について不服申立てがあった場合 

  法令その他の理由によって、滞納処分の続行が停止（公売手続の進行が停止）する

ことがあります。 

 

そ の 他 

１ 国土地理院発行の地図等 

  公売財産明細書（所在図）に使用している国土地理院発行の地図等について第三者

が更に複製する場合は国土地理院の定める利用続きを確認した上での利用をお願い

いたします。 
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別紙 

 

不動産公売等における暴力団排除要綱 

 

（目的） 

第１条 本要綱は、東京都暴力団排除条例（平成２３年東京都条例第５４号。以下「暴排 

条例」という。）の基本理念に従い、国税徴収法第９４条又は第１０９条に基づき東京都 

が実施する不動産公売等において暴力団排除措置を講ずることを目的とする。 

（定義） 

第２条 本要綱における用語の意義は、次に定めるところによる。 

一 不動産公売等 不動産を対象とした公売及び随意契約による売却をいう。 

二 暴力団関係者 暴排条例第２条第４号に規定されている暴力団関係者をいい、暴力 

団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者をいう。 

三 執行機関 不動産公売等を執行する東京都知事、都税事務所長及び支庁長をいう。 

四 公売参加者 公売にあたり入札若しくは買受けの申込みをしようとする者又は随意 

契約により買受人となるべき者をいう。 

五 自己の計算において公売不動産の入札等又は買い受けをさせようとする者（その者 

が法人である場合には、その役員） 公売参加者に資金を渡すなどして入札等又は買 

い受けをさせようとする者をいう。 

（不動産公売等への参加制限） 

第３条 暴力団関係者は、東京都が実施する不動産公売等の買受人等になることができな 

い。 

（暴力団関係者ではないことの確約書等） 

第４条 執行機関は、以下の者（買受人等）に対し、暴力団関係者ではないことを確約す 

るために、「暴力団関係者ではないことの確約書」（別記様式）を執行機関に提出するよ 

う求め、受領すること。なお、法人である場合には、「法人役員に関する事項」（別紙） 

を合わせて、提出するよう求め、受領すること。 

一 不動産公売等により決定した最高価申込者、次順位買受申込者及び随意契約による 

買受人（「最高価申込者等」という。） 

二 最高価申込者等が法人である場合には、その役員 

三 最高価申込者等に、自己の計算において公売不動産の入札等又は買い受けをさせよ 

うとする者（その者が法人である場合には、その役員） 

（排除措置） 

第５条 不動産公売等の執行機関は、手続中に買受人等が暴力団関係者であることが判明 

した場合は、売却決定等の処分をしないこと、又は取り消すことができる。 

２ 不動産公売等の執行機関は、警視庁その他から公売参加者が暴力団関係者であるため 
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不動産公売等から排除するよう事前に要請を受けた場合は、暴力団関係者であることを 

確認した上で、不動産公売等から除外するために必要な措置を講ずるものとする。 

３ その他、暴力団排除のために処分の取消等が必要な場合、執行機関は東京都主税局徴 

収部と協議の上で必要な措置を講ずることができる。 

（暴力団排除の周知） 

第６条 執行機関は、本要綱が規定する事項について、必要な広報等を実施して公売参加 

者に周知するように努める。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年１月１日から施行する。 

 


